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研究成果の概要（和文）：途上国における男女格差（家事と賃金格差、そして、結果としての教育格差）がいか
に経済発展を阻害するかを理論的に分析し、実証分析により理論を検証する。理論モデルにおいて、男女の違い
を明示的に考える。
パネル分析を行い、男女の教育格差が経済発展にどの程度マイナス効果を及ぼすか調べる。また、効率フロンテ
ィアを利用した実証分析を行う。男女の教育格差がフロンティアからの乖離に有意であるかを検証する。この研
究により、Gender gapの解消が経済発展において、重要な役割を果たすことを理論的・実証的に示す。

研究成果の概要（英文）：This study explores how gender gaps disrupt economic development. We 
consider not only gaps in wages between male ans female, but also gaps in the buden of child-rearing
 and houseworks between them.  
By use of a panel estimation, we examine how the gaps in education levels negatively affect economic
 development. Furthermore, employing a stochasitc frontier analysis, we show that the gaps in 
education levels cause the discrepancy from the frontier. Hence, this study suggent that 
alleviaiting gender gaps can help economic development.  

研究分野： 経済発展

キーワード： economic development　gaps in wages　gaps in education levels
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
 
サブサハラ諸国に見られるように、経
済発展がうまくいかない途上国にお
いて絶対的ならびに相対的貧困率は
高く、そして、出生率は低下傾向にあ
るものの新興工業国や先進国に比較
すると以前高い。Nakamura and Seoka 
(2014) Macroeconomic Dynamics にお
いて、相対的に富んだ家計と貧しい家
計を考慮した場合、それらの出生率の
違いをとおして経済発展がどう影響
を受けるのか、そして、賃金率などの
マクロ経済変数から各家計がどう影
響をうけるのか理論的に分析した。 
 
しかしながら、子供の生存に不確実性
がある場合は、死亡確率の低下が出生
率の低下を促し、そして、経済発展に
つながるかは条件が必要である。また、
家計の教育・所得レベルによる異質性
を考慮し、それらによる出生率の違い
がマクロ経済にどう影響を与えるか、
翻って、マクロ経済から家計にどう影
響が及ぶかにおいて、子供の生存確率
を考慮することは、既存分析ではまだ
十分分析されていない。 
 
さらに、男女の教育格差がどう経済に
影響を与えるか、そもそも、教育を含
む gender gap がどう発生するのか、
発展とともにどう解消されるのか理
論モデルによる分析は殆どない。また、
それらの計量分析も十分ではない。
gender gap の解消を目指す政策立案
において、gender gap が強い経済学
的理由、そして、解消するインセンテ
ィブを理論的に考え、それらを実証的
に吟味しなければならない。 
 
 
２．研究の目的 
 
以下２点に分けて述べる。１点目は、

途上国における男女格差（家事と賃金

格差、そして、結果としての教育格差）

がいかに経済発展を阻害するかを理

論的に分析し、実証分析により理論を

検証する。この論文においては、男女

の違いを明示的に考える。さらに、子

供の死亡確率と児童労働のもと、家計

の期待効用最大化問題を解く。男女格

差のもと子供の死亡確率を考慮する

のはこの研究がはじめてである。さら

に、パネル分析を行い、男女の教育格

差が経済発展にどの程度マイナス効

果を及ぼすか調べる。また、効率フロ

ンティアを利用した実証分析を行う。

男女の教育格差がフロンティアから

の乖離に有意であるかを検証する。 

 

２点目は、途上国における所得格差、

出生率、児童死亡率の相互依存関係を

もとに、経済発展を理論分析する。子

供の死亡確率、つまり、死亡リスクを

明示的に考え、家計の期待効用最大化

問題を解く。具体的には、教育投資が

可能な家計と不可能な家計の存在を

初期時点で仮定する。その後は、内生

的に考える。 

 

 
３．研究の方法 
 
２．研究目的で述べた２点を各々分析
する。１点目は、理論モデルの分析、
さらに、計量分析（回帰分析と確率的
フロンティア分析）を分けて行う。な
お、理論モデルは、家事・育児の負担
と初期時点における生産性に関する
gender gap を仮定したもとでの分析
となる。 
 
実証分析では、まず、パネル推定を行
うが、男女格差に関するデータは、
Barro and Lee データセットから男女
間の教育格差のデータを利用する。そ
れら以外のマクロ変数（1人当りＧＤ
Ｐ、投資率、出生率など）は World Bank、
からとる。さらに、クロスカントリー
において、確率的フロンティア分析を
行い、教育格差がフロンティアの相違
に有意であるかどうかを確かめる。 
 
なお、研究目的の２点目は、理論モデ
ルを考え、それをもとに分析する。理
論モデルにおいて、子供の生存確率か
ら来る効用の不確実性は期待効用を
考慮するが、リスクは分散により近似
的に考える。なお、計量分析は行わな
い。 
 
 
 
 



４．研究成果 
 
最新の研究は、以下２点に示す
discussion paper としてまとめた。 
Hideki Nakamura (2017) “How Gender 

Gaps Disrupt Economic 

Development” 

概要:   

この研究は、初期における賃金と子育

ての負担に関する男女格差を考える。

労働生産性の違いが賃金格差を生み、

機会費用の差として、子育て負担に差

を仮定する。これらの違いは、教育の

開始に関して、内生的に男女格差を生

むことになり、そのことが経済発展、

そして、男女格差の持続性にどう影響

を及ぼすかを分析する。 

経済発展は 3段階からなり、それぞれ

に閾値が存在する。まず第１段階とし

て、どの子供も教育を受けることがき

でない。次に第 2段階として、男子の

みが教育を受けることができる、最後

の第 3 段階が女子も教育が受けるこ

とができる。初期における賃金と子育

て負担の男女格差は、どの移行を遅ら

せ、それら格差が大きいほど、移行が

困難になる、つまり、格差の持続性に

つながる。夫の子育てへの協力がなけ

れば、男子の教育による男性の賃金上

昇は、さらなる出生率上昇につながり、

女子の教育の開始、つまり、さらなる

経済発展を遅らせる可能性がある。 

なお、子供の生存確率が低い場合には、

出生率の上昇、そして、発展にマイナ

スとなる。 

 さらに、この分析においては、パネ

ル推定を行い、教育レベルの男女格差

の改善が、出生率を下げ、そして、男

女ともの教育レベルを上昇し、1人当

り所得の上昇につながることを明ら

かにする。 
 

Hideki Nakamura (2017) “Can a 

Decline of Child Mortality Help 

Poor People Escape Poverty?”. 

 

概要: 

この研究では、子供の生存に関する不

確実性を考慮する。初期において、教

育レベルの差による貧富の差を考え、 

子供の死亡確率と貧しい人々が教育

を開始することによる貧困からの脱

却の相互関係を分析する。 

子供の生存確率に関する不確実性は

親の期待効用において考慮する。つま

り、期待効用の最大化により出生率を

決定するが、簡単化のため、期待効用

は 2次近似のもと、平均・分散分析に

より行う。子供の生存確率の上昇は、

上記の分散効果を下げ、教育投資の開

始にプラスに働く。しかし、その開始

に至る前においては、生存確率の上昇

は出生率を低下させるが、結果として、

生存する子供の数を上昇させること

になり、マクロ経済においては、非熟

練労働者を増やすことになる。このこ

とは、非熟練労働者の賃金率の上昇を

遅らせることになる。さらに、熟練労

働者の家計においても、生存確率の上

昇からくる結果としての生存する子

供の数の上昇は、1人当り教育投資の

減少につながる可能性がある。このこ

とは、豊かな者から貧しい者へのトリ

クルダウン効果を妨げる。よって、子

供の生存確率の上昇は、十分なレベル

であってはじめて教育投資の開始に

つながり、また、トリクルダウン効果

が期待できる。 
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